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人、以降、毎年減少しているが、平成 27年度末には 16万 5千人という
ことで、全返済者に占める割合は 4.2％となっている。公表されていない
が、日本学生支援機構の債務を含んでの自己破産者は、累計 1万件と報















　日本の国家的レベルで最初の奨学金制度は、1943 年 10 月 18 日 に発
足した財団法人大日本育英会である。最初の奨学生の採用合計数は大学 
326 名、高等学校 226 名、大学予科 52 名、専門学校 436 名、女子専門
学校 7 名、中等学校 708 名、女子中等学校 18 名の総計 1773 名という
ものであった。（日本育英会『日本育英會二十年記念誌』40頁
1964.03.27 ）奨学金としての金額は、中等学校年額 240 円、専門学校、
高校および予科年額 600 円、大学年額 800 円を基準とするものである










































































































　日本学生支援機構の奨学金事業は、年間 1兆 1000 億円の予算規模を誇
り、毎年約 45万人の大学一年生が利用を始める。全体で言えば、大学・
大学院など高等教育機関全体で約 348 万人の学生のうち 133 万人、
38.0％（2.6 人に１人）が利用している。日本学生支援機構の奨学金事業
が膨張しているのは、単純に大学生が増えているからである。
　 大学への進学状況は、激変している。18歳人口は 1992 年度の 205 万





に限っても、約 120 万人の 18歳人口のうちほぼ半数以上が進学するとい
う状況で、1960 年の大学進学者 16万人、進学率 8％という時代からす
れば、激変している。大学生が学歴エリートから、過半数が進学する普通
の学歴となったのである。
  生活が豊かになって進学率が向上したのではない。1996 年まで子供の
いる世帯の平均所得は上昇して 781.6 万円になったが、その後は低落し
て 2014 年には 712.9 万円となっている。それに反して大学の学費は高騰
し、現在は入学時に納める初年度納入金は私立大学で平均 131 万円、国
（53）
立大学でも入学金 28万と授業料 53万円で約 81万円かかる。授業料だけ
みても、私大では 1981 年度に平均約 38万円だったが、2014 年度には
約 86万円と上昇している。特に私立大学の学費が高いのは、国からの補
助金が少ないからで、「私大の人件費や教育研究費、光熱費など大学運営
にかかる主要な「経常的経費」の総額は、15 年度に３兆 1773 億円（速
報値）だった。これに対し、８７７の私大（短大、高専も含む）に渡され
た補助金は総額約 3153 億円で補助割合は 9.9％になった。」（朝日新聞
2016 年 9月 19 日号）という少なさが指摘されている。
  家庭からの支援が少なければバイトで収入を補わなければならないが、
1996 度で学生の生活費のうちアルバイトは 17.6％、金額としては年間約



































は、北海道は 4.20 ～ 4.3％、沖縄は 4.8％程度、関東近辺は 3.9％と地
域・大学によってかなり違う。オリコのホームページによると、提携校
2100 校以上、約 6万人が利用という。オリコの個品割賦取扱高は 6027












　日本学生支援機構の奨学金事業の概要は、約 132 万人の学生に年間 1
兆円（2015 年度）を貸し付けて、その結果、奨学金の総貸付残高は 8兆
9232 億円（2015 年度）となっている。総貸付残高約 9兆円という数字
の意味を考えるには、貸金業者との比較が参考となる。大手貸金業者など
1168 社が加入している日本貸金業協会の統計によると、奨学金と類似の












考察する。無利子の第一種奨学金で月額 54,000 円の貸与を 4年間受けた
場合、返還年数 15年で計算して返還総額 2,592,000 円、毎月の返還額
14,400 円 となる。有利子の第二種奨学金では、 月額 80,000 円の貸与を
4年間受けたとして、返還総額 3,904,917 円となる。内訳は、元金
3,840,000 円、利息 64,917 円である。これを返還年数 20年で計算する
と毎月の返還額 16,270 円となるが、これは利率は固定方式で 0.16％（平






返済金額も大きくなり、平均としても毎月約 15,000 ～ 16,000 円程度の
























　2014 年 10 月時点で、奨学金の支給を受けている大学生（短大を含む）
（57）
は、第一種奨学金、第二種奨学金合わせて約 84万人いるが、そのうち廃















384 万円、利息 64,917 円で返還総額 390 万 4,917 円となる。返済期間







る。2万 5千円を天引き金額とすると、手取り 17万 5千円となる。















年 3月末　167 万 6000 件（求人数のピーク）から 2010 年 3月末 19万
8000 件（87%ダウン、最低水準）という状況となっている。平均賃金で
も大学・大学院卒が 396.4 千円（男性）、高校卒が 286.8 千円（男性）と
いう状況で、初任給でも高校卒 162,544 円、大卒で 208,721 円（2013
年事務系）という賃金格差がある。生涯賃金に関しては多種多様な統計が












































でそれまで 10万円だったのを平成 20年度（2008 年）から月額 12万円
に増額した。借金の増額で対応してきたわけだが、今度は 15万、20万
と増やすのであろうか。延滞状況を考えると、月額 12万円、四年間元金
総額 576 万円でも限界を超えていると判断できる。つまり、学費問題は
借金制度で対応出来る限界を超えているのである。限界を超えているか
ら、延滞という状況が噴出しているのである。ではどうするのか。一つの
アイデアは高収入の家庭しか進学を認めないという所得制限を設けること
であるる。金持ちしか大学に行かなければ、学費問題はそれだけでほぼ解
決する。ただし、それでは、近代国家の解とはならない。とすると、解は
一つである。高等教育に税金を投入することである。はたして、未だに親
が子の面倒を見るという家族主義の呪縛があり、「自分のことは自分で解
決するという自立の精神と気概」という究極の受益者負担論が罷り通るこ
の国で、高等教育は国の責任でという議論が設立するのか。
　奨学金問題の前に立ちふさがる壁が存在しているのである。高等教育の
機会を広げて、学習機会の機会均等という理念を実現していくためには、
まず、この家族主義の呪縛と受益者負担論を教育の論理から排除しなけれ
ばならないのである。そうしなければ、高等教育は借金制度で対応すると
いう現実を超えられないであろう。
 
